
全学報告書 

第 3 章 教員・教員組織 1/8 

Ⅲ 教員・教員組織 

 
 
実績・データ 

 
表１ 教員一人あたり学生数推移表 

項 目 2007 年 2008 年 2009 年 

専任教員数 763 797 802

学 生 数 28,523 28,702 29,278

教員一人あたり学生数 37.38 36.01 36.51

※各年度５月１日現在教員数，学生数 

※専任教員数とは，専任教授・准教授・講師の数で任期付き教員は含まず 

 

表２ 教育開発・支援センター主催のＦＤ研修への参加者数・参加率 

2007 年 2008 年 2009 年 項目 

7 月実施 4 月実施 7月実施 4月実施 7月実施

新任教員数 41 49 49 39 39

ＦＤ研修参加者数 35 40 47 35 23

参加率 87.5% 81.6％ 95.9％ 89.7％ 59.0％

 ※ＦＤ教員参加者数とは，年間１回以上研修に参加した教員数 

 

表３ 外国人教員の状況（ 2009 年度）  

外国人教員採用数 在籍総数（Ａ） 総専任教員数（Ｂ） 
外国人教員の比率 

（Ｂ/Ａ*100） 

0  26 802 3 .2％

※外 国 人 教 員 とは，専 任 教 員 のうち外 国 籍 の教 員  

 

 

 

表４  女性教員の状況（ 2009 年度）  

女性教員採用数 在籍総数（Ａ） 総専任教員数（Ｂ） 
女性教員の比率 

（Ｂ/Ａ*100） 

5  110 802 13.7％

※専任教員のうち，女性教員の人数 
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自己点検・評価（２００９年度の実績） 

 

１．目的・目標 

⑴ 目的・目標 

「権利自由」と「独立自治」という本学における建学精神は，『「個」を強くする大学』

という教育理念として現在に継承されている。本学は，学生が主体的に学ぶための教育

課程を編成するとともに，これに直接携わる教員組織について経常的に検証し改善する

取り組みを進展させている。各学部，大学院研究科及び専門職大学院において，大学設

置基準等の省令で定める専任教員数を上回ることはもとより，少人数で手厚い学習環境

を創生するため，各分野に適切な教員を配置し，さらに多様で弾力的な教員組織の構築

を目指している。 
 

⑵ 大学の求める教員像 

  現在，新しい評価項目にあわせて記述内容を検討中 

 

⑶ 教員組織の編成方針 

   現在，新しい評価項目にあわせて記述内容を検討中 

 

２．現状（2009 年度の実績） 

⑴ 大学として求める教員像及び教員組織の編成方針を明確に定めているか 

① 教員に求める能力・資質等の明確化 

 本大学における教員任用は，退職者の補充を基本とし，前年度に任用計画を立案す

る。従来は，退職者の担当科目補充を原則としていたが，2004 年度以降は，教員任用

計画における学長の基本方針として，特色ある教育プログラムを実践できる教育者や

本学における研究活動の活性化が期待される研究者を任用するものと定め，この方針

を学部等へ浸透させている。 

2011 年度教員任用計画の立案にあたっては，2009 年７月に本学が文部科学省「国際

化拠点整備事業（グローバル 30）」に採択されたことにより，英語による教育を実践

できる教員及び外国人教員の任用を進めること，国際公募を実施し国内外から優れた

人材を確保することを基本方針に盛り込んだ。 

任用する教員の資格については，「明治大学教員任用規程」及び各教員任用基準に明

記されており，所属学部等及び学部長会における審査の過程で厳正に確認している。 

 

② 教員構成の明確化 

2009 年５月１日現在，本学における教員組織は表のとおりであり，大学全体で約 800

名の専任教員を配置している。各学部，大学院及び専門職大学院において，大学設置

基準等の省令で定める数を上回る専任教員を配置し，きめ細かい教育活動を展開して

いる。さらに，自らの教育理念・目標に基づく教育課程を編成するなかで，多彩で多

様な授業科目を設置しており，主要科目には可能な限り専任教員を配置するよう努め
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ている。 

 本学の教員任用は，公募を原則としており，近年は女性教員や外国人教員を積極的

に任用している。この結果，専任教員のうち女性教員，外国人教員が占める割合は，

それぞれ 13.7％（人事課），3.2％（人事課）に増加している。さらに，実務家教員の

任用を制度化したことにより，社会からの教員の受入れも増加している。また，学部

間共通総合講座等，オムニバス形式で運営する授業科目にあっては，国内外各分野の

第一線で活躍する社会人をゲスト講師として招聘している。 

 専任教員の年齢構成については，専任教員の定年年齢を 70 歳としていることから，

高齢化する傾向にある。各学部とも高齢化が進んでいることを考慮し，基本方針によ

り，若手の教育・研究者として専任講師または専任准教授を任用することとし，専任

教授の任用の場合は 50 歳以下の任用を原則としている。 

学部等の授業科目を運営し，教育目標を達成する上では，兼任講師（非常勤教員）

の協力が不可欠である。2009 年 5 月 1日現在，大学全体で 1,700 名を越える兼任講師

が在籍している。 

 

③ 教員の組織的な連携体制と教育研究に係わる責任の明確化 

［学 部］  

各学部等にはカリキュラム及びＦＤ等について検討する委員会が設置され，教育の

改善をはかっている。また，学長の下に設置されている教育・開発支援センターでは，

学生による授業改善のためのアンケート，新任教員研修等を実施するなど，組織的か

つ継続的に教育内容及び教育技法の改善を行っている。 

また，研究については，学長を機構長とする研究・知財戦略機構の下，研究の戦略

的推進，研究資金確保の支援等を全学的に行っている。 

教育開発・支援センターでは，本学での教員のあり方を含め研修を行っている。国

際教育専門部会では，英語で行う授業の実施を検討し，授業計画を行っている。教員

評価専門部会では 2009 年度では教員顕彰制度を検討し，優れた教育を行う教員を表彰

し，また授業方法を公開する案を作成している。 

［大学院］ 

大学院の教育研究に関わる政策は，各研究科委員の選挙により選出された大学院長

と大学院教務主任により検討し，大学院委員会で各研究科に提案されている。各研究

科の教育・研究は，当該研究科委員会の責任のもと実施されており，研究科委員会の

下には各専攻会議が置かれている。また，各研究科には，入試，カリキュラム，ＦＤ

等の委員会が設置され，組織的な検討が行われている。各研究科執行部体制は，研究

科委員による選挙によって選出された研究科委員長を中心とし，大学院委員および専

攻主任によって構成されている研究科が多い。 

なお，大学院委員の職務を明確にするため，大学院学則を改正し（2010 年 4 月 1日

施行），また，研究科長と学部長を兼務する場合には，大学院委員 1名を追加選任でき

るように改め，研究科の運営体制の強化・整備を行った。 
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⑵ 学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。 

① 編成方針に沿った教員組織の整備 

教員任用計画の立案にあたっては，学長が示した教員任用計画の基本方針に基づき，

各学部等がカリキュラム及び教育改革の計画に沿って「任用計画書」を提出し，これ

らの資料について副学長が各学部長等に詳細なヒアリングを実施している。そのヒア

リングを受けて，副学長が各学部等の人材養成に関する目的，教育研究上の目的及び

スチューデントレシオ等を考慮し，担当科目，任用資格等を検討したのち，最終案を

学部長会，理事会で審議し，決定している。 

② 授業科目と担当教員の適合性を判断する仕組みの整備 

専任教員及び特任教員の任用にあたっては，教員任用計画で定められた「主要科目

（分野）」について各学部等が公募等を行い，任用予定者の履歴及び業績等の資料審査

のほか，プレゼンテーション，面接等を実施し，授業科目と担当教員の適合性につい

て厳正に審査している。各学部等の審査を経たのち，あらためて学部長会において任

用予定者の履歴及び業績等の資料を基に審査を行い，理事会において承認を得ている。

客員教員及び兼任教員についても，同様の審査を実施している。 

③ ［大学院］研究科担当教員の資格の明確化と適正配置 

各研究科の授業担当教員は，当該研究科が定めた内規に基づき，研究業績，教歴，

科目適格性等について審査のうえ決定し，大学院委員会の承認を受けている。大学院

教育研究の高度化，多様化に対応し，本大学院教育研究の質保証のため，大学院統一

の担当資格基準を明確にし，さらなる適正化を図るため，継続検討中である。 
 

 

⑶ 教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか 

① 教員の募集・採用・昇格等に関する規程及び手続きの明確化 

本学は，2002 年に教員と教育研究補助職の任用を包括的に定めた「明治大学教員等

任用基準」を制定し，これに基づき教員の募集・任用・昇格等を行ってきた。しかし，

知識基盤社会の到来は，大学への社会的負託をより高度化，多様化させ，教員の流動

化も激しさを増してきた。本学においても，教育研究に直接携わる教員の組織・体制

は重点施策のひとつと位置づけ，学長は，2004 年の就任直後から関係規定の整備を教

学改革の基本方針として掲げた。この結果，2006 年４月に「明治大学教員任用規程」

他，関連校規を制定し，任期制教員である特任教員の任用等，柔軟で機動的な教員組

織の編成を可能とした。また，2008 年度より検討を進めてきた「助教」制度について，

「明治大学教員任用規程」を改正し，2010 年４月より導入することを決定した。 

 

② 規定等に従った適切な教員人事 

［学 部］ 

 専任教員の任用にあたっては，教員任用計画に基づいて各学部等が公募等を行い，

「明治大学教員任用規程」及び各学部等の内規に照らして厳正な審査を実施している。

各学部等の審査を経たのち，あらためて学部長会において「明治大学教員任用規程」

に基づく審査を行い，理事会において承認を得ている。客員教員及び兼任教員につい
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ても，「明治大学教員任用規程」及び各任用基準に基づいて同様の審査を実施している。 
［大学院］ 

大学院担当教員は，専任教員の場合は所属が学部であるため，所属学部において任

免・昇格等の人事が行われている。大学院ではこれまで，「研究科間共通科目」や「プ

ロジェクト系科目」の担当者として，特任教員または客員教員の任用を行ってきた。

兼任講師については，2010 年度からは，大学院のみを担当する場合の所属を各研究科

とするため，変更に必要な手続きを行った。 
教員の任用にあたっては，大学院人事審査委員会（研究科所属の場合は研究科に設

置した審査委員会）において厳正に審査を行い，（研究科委員会），大学院委員会，学

部長会，理事会において承認を得るなど適正に運用している。 
 
⑷ 教員の資質の向上を図るための方策を講じているか 

① 教員の教育研究活動等の評価の実施 

［学 部］ 

教員の教育研究活動への評価について，大学としては実施していない。現状において

は，各学部，大学院に委ねている。研究活動に対する評価については，各学部において

は教員昇格に際する基準を設定しており，当該の評価方法とみなすことができる。また，

専任教員には毎年度，前年度に関する「特定個人研究費報告書」の提出を義務付け，さ

らに 1 年間の研究業績についての報告を研究業績調査により文書提出もしくは電子デ

ータの修正という形で求めている。また，教員任用についても規程を設け，教育研究上

の業績が選考基準に規定化されている。 

 教育活動については学生による授業改善のためのアンケートが半期ごとに実施され

ており，その結果が教員にフィードバックされている。教員の教育面からの業績評価に

ついては，教育開発・支援センターにおいて検討すべき重要な課題となっている。 

 

［大学院］ 

大学院では，教育活動についての評価は，博士前期課程（修士課程）修了生を対象と

して，教育内容に関する評価アンケートを実施している。 

教員の研究活動や社会活動についての評価は行っていないが，専任教員データベース

を通じて，各教員の研究活動，研究業績等は公開されている。 

 
② ＦＤの実施状況と有効性 

［学 部］ 

教育開発・支援センターＦＤ専門部会の元で，授業改善と教員研修を軸に，①学生に

よる授業評価（2005 年度から授業改善と名称変更）アンケート，②新任教員研修，③

シンポジウム・講演会の開催，④学外機関主催研修会への派遣等を実施してきた。また，

教育改革に対し，大学の教育理念に基づく教育の質的向上を図るとともに，社会に有用

な人材を育成するための優れた教育改革への取組に対する支援・推進を目的として，学

長の下に明治大学教育改革支援本部を設置し，組織的な教育改革を行い，文部科学省が

行う大学の教育改革への支援事業（ＧＰ）にも十分な対応がなされ，評価されている。 
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［大学院］ 

大学院におけるＦＤは，大学院教育改革推進委員会の下で実施している。2009 年度

は，大学院生の学生相談件数の増加傾向，相談内容の多様化・複雑化の状況に鑑み，「大

学院生の学生相談の現状と課題について」をテーマに本学学生相談室事務長による報告

と意見交換を実施した。その他，学部と同様，教育開発・支援センターＦＤ専門部会に

よる活動に参加している。また，2010 年度からは，大学院のみを担当する兼任教員が

各研究科所属となるため，兼任教員に対するＦＤの一環として，４月に大学院教育懇談

会（兼任講師懇談会）を開催するための準備を進めている。 

大学院教育改革については，大学院教育改革推進委員会の下，文部科学省「組織的な

大学院教育改革推進プログラム」（大学院ＧＰ）に対する推進・申請支援の取り組みを

実施している。2009 年度は，学内ＧＰ制度を新たに実施し，５件のプログラムを採択・

支援の結果，政治経済学研究科の「危機管理行政の研究・実務を担う人材の育成」が文

部科学省大学院ＧＰに採択されている。 

 
３ 評  価 

⑴ 効果が上がっている点 

○ 各教員の任用基準の導入・整備により，2009 年度は大学全体で，特任教員 55名（2008

年度 42 名），客員教授 29 名（同 18 名），特別招聘教授 32 名（同 26 名）が任用され

ている。これらの任期付教員は，各学部・大学院等において多様な教育・研究の展開

に貢献している。 

○ 授業改善アンケートや研修，講演会を通じて教育改革についての意識向上につなが

っている。 

 

⑵ 改善すべき点 

○ 本学の兼任講師は４割近い授業科目を担当し，本学の教育の一翼を担っている。兼

任講師の任期は１年間で更新を認めているが，更新の回数について制限していないた

め，10 年間以上の任期や高齢化も顕在化している。 

○ 教員評価システムの導入にあたっては，評価基準の透明性を確保し，公正に実施す

ることが大前提である。全教員の理解を得ながら慎重に進める必要があり，相当の時

間を要すことが想定される。       

○ アンケート結果は教員にのみ回答され，授業改善は個々の教員毎に委ねられており，

組織的な改善検討に至っていない。 

○ 2009 年度客員教員実施報告書の中で，一部の担当科目で履修者がいなかった客員

教授や，定められた回数のシンポジウム，講演又は講義を実施しなかった特別招聘教

授がいた。 

○ 国際化推進のため，外国人教員の任用が増えているが，教員任用様式作成について

の英語での説明がなく，任用予定者の書類作成が煩雑である。 

○ 兼任教員の任用にあたって,任用予定者に専任教員と同様の任用関係書類の提出を

求めているが，任用予定者の書類作成が煩雑である。 
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４ 将来に向けた発展計画 

 ⑴ 当年度・次年度に取り組む改善計画 

○ 2011 年度より助教を任用するため，将来有望な若手教員の育成を図るとともに，

教員の数を充実させ，一層の教育の質の向上を図るという助教制度導入の目的及びス

チューデントレシオ等を考慮し， 2010 年 10 月をめどに助教の任用計画を立案する。 

○ 客員教員の任用計画の立案にあたっては，任用基準との適合性を確認するとともに，

特に任用の更新を希望する者については，履修者数をはじめとする講義の実施状況等

も考慮する必要がある。 

○ 教員任用予定者の任用関係書類作成の煩雑さを解消するため，任用予定者に提出を

求める「履歴書」「業績書」について，その「記入上の注意」（手引き）も含め，新様

式を 2011 年度の教員任用審査から適用できるよう作成する。また，外国人教員の任

用に対応するため，おなじく「履歴書」「業績書」の英語版の新様式及び「記入上の

注意」（手引き）の英語版を作成する。 

○ 兼任教員の任用の更新について，回数に制限がないため，一定の任用年数に達した

教員については，あらためて審査を実施するなど，厳正な更新手続を検討する必要が

ある。 

○ 兼任教員の任用にいて，他大学で同様の科目を担当している場合等を考慮し，任用

様式の記載事項を省略する等，手続の簡素化を検討する。 

 

 ⑵ 長中期的に取り組む改善計画 

 2006 年２月の特任教員及び客員教員任用基準の制定以降，外部より優れた教員を数

多く受け入れ，各学部等の多様な教育・研究の展開を実現してきた。一方，任用基準に

ついては，2008 年６月に文部科学省「グローバルＣＯＥプログラム」，2009 年７月に同

「国際化拠点整備事業（グローバル 30）」に本学が採択されたことにより，それらに対

応した教育・研究環境の整備が迫られ，特任教員及び客員教員の任用更新の弾力化，客

員准教授及び客員講師の新設，研究・知財戦略機構及び国際連携機構所属教員の新設等，

随時改正を行ってきた。 

これらの改正は，教育・研究活動の促進と活性化，特色ある教育・研究の展開，学術

交流の推進及び若手研究者の育成を図るといった特任教員及び客員教員の目的に基づ

いてのものだが，結果的に，兼任教員を含めた任期付教員のそれぞれの位置づけ，性格

等をあいまいなものとしてしまった。 

今後は，任期付教員のそれぞれの目的，種類及び資格について抜本的に再検討する必

要がある。 

また，特任教員及び客員教員については，毎年度任用数を増やしてきたが，今後は，

兼任教員も含め，その任用数の基準について，各学部等の教育・研究計画及びスチュー

デントレシオ等を考慮しながら，検討していく必要がある。 
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５ 根拠資料 
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